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平成 30 事業年度 

事 業 報 告 
（平成 30 年 1 月 1 日から平成 30 年 12 月 31 日まで） 

 
平成 30 年については、超低金利の影響による基金運用益の減少など、取り

巻く環境は依然として厳しい状況にあり、また、少子高齢化が進む中、社会福

祉における民間の役割はますます重要となってきている。 
その中で、中央競馬の発売金は、平成 24 年から 7 年連続で前年を上回り、

また、中央競馬の馬主の皆様からの寄附金も、平成 26 年から 5 年連続で増額

していただいていることから、厳しい諸般の状況下にかかわらず、当財団にお

いては、引き続き公益財団法人として社会福祉の向上と発展に寄与していける

よう、平成 30 事業年度は以下の事業を実施した。 
 

 

Ⅰ．事業の実施状況 

 

１．社会福祉事業に対し施設整備等の助成を行う事業 

 

（１）助成金交付枠等の通知 

 

平成 29 年 12 月に開催した理事会及び評議員会において決定した平成

30 年度の助成金交付枠（各馬主協会及び各県共同募金会への交付枠）に

ついて、平成 30 年 1 月上旬に各馬主協会及び各県共同募金会あてに事務

手続の案内とともに通知した。 

併せて、当財団のホームページにおいて、事務手続方法等を詳細かつ

平易に掲載することにより、申請する社会福祉施設、受付・推薦を行う

各馬主協会及び各県共同募金会、また、審査を行う当財団の事務の効率

化を図った。 
なお、平成 31 年度の助成金交付枠についても、平成 30 年 12 月に開催

した理事会及び評議員会において決定している。 
 

（２）助成対象事業の決定 

 

全国の社会福祉法人等を対象に広く募集を行い、各馬主協会及び各県

の共同募金会を通じて申請のあった物件について、助成金交付要綱等に基

づき、また、事業計画で定めた方針に従って厳正に審査し、7 月から 9 月

までの期間において、順次助成対象事業を決定して関係各所に通知した。 
なお、本年度（平成 30 年度）の助成の概要は、以下のとおりである。 
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助 成 金：4 億 4,836 万円（対前年比 101.3％）※含む加算額 
         助成件数：   363 件 （対前年比  96.0％） 

※累計（昭和 44 年度～平成 30 年度） 
助 成 金：  1,203 億円余  
助成件数：  27,871 件 

 

【表 1】交付区分別助成事業の内訳 【表 2】施設種類別助成事業の内訳 

 

 
 
 
 
 

 

 
【表 3】１物件当たりの助成金平均交付額（４年間の推移） 

区 分 30 年度 
（件数） 

29 年度 
（件数） 

28 年度 
（件数） 

27 年度 
（件数） 

馬主協会 
（10 単協） 

132.5 万円 
（193 件） 

120.1 万円 
（210 件） 

111.0 万円 
（215 件） 

93.8 万円 
（229 件） 

共同募金会 
（38 府県） 

113.3 万円 
（170 件） 

113.2 万円 
（168 件） 

102.7 万円 
（172 件） 

90.3 万円 
（177 件） 

全 体 123.5 万円 
（363 件） 

117.0 万円 
（378 件） 

107.3 万円 
（387 件） 

92.2 万円 
（406 件） 

 
【表 4】車両等に対する助成金交付額の割合（４年間の推移） 

区 分 30 年度 
車両割合 

29 年度 
車両割合 

28 年度 
車両割合 

27 年度 
車両割合 

馬主協会 65.6% 68.2% 59.2% 67.2% 
共同募金会 66.0% 67.5% 77.0% 57.4% 

全 体 65.8% 67.9% 66.8% 63.0% 
参考：車両台数 213 台     229 台     226 台     219 台 

 
（３）助成金の交付 

 

７月以降における助成金交付決定の通知に基づいて事業を実施した法

人に対し、９月から随時助成金の交付を行った。 
なお、事業の実施に当たり、入札等の結果によって事業費総額が減少

した場合は、交付決定時に各法人に通知した助成金額を総額の減少と同

じ比率で減額して交付したが、その減額分については、各馬主協会及び

各県共同募金会に対する新元号 2 年度（2020 年）の交付枠に加算される。 

交 付 区 分 件数  金額(千円) 

馬 主 協 会 193 255,810 
共同募金会 170 192,550 
合 計 363 448,360 

施設種類別 件数  金額(千円) 

障害者(児) 181 239,310 
老   人 115 146,950 
母子・児童  65  58,920 
そ の 他   2   3,180 
合 計 363 448,360 
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（４）助成事業の監査 

 

平成 30 年度助成事業の監査については、平成 28 年度に助成した団体

を対象として、全体で書類監査 64 件（うち、実地監査 32 件）を選定し

実施した。実地監査については、馬主協会経由施設と県共募経由施設の

過去 2 年間の監査実施状況のバランスを考慮し、馬主協会経由施設 5 協

会 10 団体、県共募経由施設 11 県 22 団体の合計 32 団体について実地監

査を実施した。 
監査結果については、各施設とも助成事業の実施内容（管理･運用）等

について特段の問題もなく、また、助成物件についても有効に利用され

ていることを確認した。 
 
 
２．社会福祉事業関係者の研修事業に対し助成を行う事業 

 

（１）海外研修事業 

 

① 第 46 回海外研修の実施 
平成 29 年度に決定した研修生 3 名を対象に、下記のとおり研修を実

施した。 
合同研修：平成 30 年 4 月 23 日～27 日（於、デンマーク） 
個別研修：平成 30 年 4 月 29 日～最長 6 月 24 日（世界各地） 
 

② 第 47 回海外研修生の決定 
  第 47 回研修生について募集（5 月～7 月）、審査（一次：8 月、二次：

9 月）を実施し、3 名の合格者を決定した。この 3 名は、平成 31 年 4
月から研修する予定となっている。 

 
③ 第 46 回海外研修に関する報告会の開催等 

平成 30 年度に実施した海外研修の研修生 3 名の研修報告会を 10 月

に東京にて実施した。また、「平成 30 年度 海外研修報告書集」を作成

するとともに、ホームページに掲載して、広く社会福祉関係者に対す

る啓発活動を行った。 
 
（２）国内研修事業 
 

国内研修事業については、外部実施事業者への助成事業として行って

いるところであるが、平成 30 年度は、公募（前年 12 月～1 月）、審査 
（2 月）の結果、当財団の目的に合致した研修を実施可能な「公益財団法

人社会福祉振興・試験センター」を研修実施事業者に選定し、以下に記 
載した 3 回の研修会に対して助成した。 
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① 7 月開催 
対象者：特養老の介護職員 
期 間：7 月 3 日（火）～ 7 月 6 日（金） 
受講者：65 名（定員 70 名） 
 

② 9 月開催 
対象者：知的障害者及び身体障害者の生活支援員 
期 間：9 月 4 日（火）～ 9 月 7 日（金） 
受講者：48 名（定員 50 名） 
 

③ 11 月開催 
対象者：特養老の介護職員 
期 間：11 月 6 日（火）～ 11 月 9 日（金） 
受講者：60 名（定員 70 名） 

 
また、各研修会で使用した関係資料をホームページに掲載し、広く 

社会福祉関係者に対する啓発活動の一助とした。 
 
 

３．中央競馬関係者の福利厚生の向上のための事業（福祉手当の支給） 
 

福祉手当支給対象者（平成 30 年 1 月 1 日時点で 42 名、12 月 31 日現在

で 50 名）に対して、支給要綱等に基づき、四半期毎に適正に支給した。 
 
 

 

Ⅱ．総務関係 
 

１．会議の開催状況 
 
（１）理事会 
 

開催日 主 た る 議 案 
第 1 回 
(2.16) 

○平成29事業年度 事業報告及び決算の承認の件 
○平成30事業年度 第１回定時評議員会開催の件 
○任期満了に伴う理事・監事候補者名簿の件 
○任期満了に伴う評議員候補者名簿の件 

第 2 回 
(3. 2) 

○任期満了に伴う理事・監事候補者名簿の変更の件 
※書面表決で審議 

第 3 回 
(3. 9) 

□任期満了に伴う理事・監事及び評議員の選任について（報告） 
○理事長・副理事長及び専務理事の選定の件 
○役員報酬の件 
□職務執行の状況等について（報告） 
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第 4 回 
(7. 11) 

○評議員の欠員による後任候補者推薦の件 

○常勤役員の報酬月額の設定の件 及び 理事及び監事の報酬の

総額を改定する件 

○役員慰労金支給規程を改正する件 

○平成30事業年度 第 2回評議員会(書面表決)の開催の件 

※書面表決で審議 
第 5 回 
(11. 9) 

○第 3回評議員会の開催の件 

※書面表決で審議 
第 6 回 
(12.14) 

○平成31事業年度 事業計画及び収支予算の承認の件 

○特定資産(福利厚生事業積立資産)の取崩しの件 

○平成31事業年度 施設整備等助成金の交付枠決定の件 

○中央競馬馬主社会福祉財団 寄附金取扱規程の設定の件 

□職務執行の状況等について（報告） 
 

（２）評議員会 
 

開催日 主 た る 議 案 

第 1 回 
定時 
(3. 9) 

○平成29事業年度 事業報告及び決算の承認の件 
○任期満了に伴う理事・監事の選任の件 
○任期満了に伴う評議員の選任の件 

第 2 回 
(7.19) 

○評議員の欠員による後任者選任の件 

○常勤役員の報酬月額の設定の件 及び 理事及び監事の報酬の

総額を改定する件 

○役員慰労金支給規程を改正する件 

※書面表決で審議 

第 3 回 
(12.14) 

○平成31事業年度 事業計画及び収支予算の承認の件 

○特定資産(福利厚生事業積立資産)の取崩しの件 

○平成31事業年度 施設整備等助成金の交付枠決定の件 

□中央競馬馬主社会福祉財団 寄附金取扱規程の設定について 

 
 

２．役員、評議員の異動等 
 

（１） 3 月 9 日 第 1 回 定時評議員会 
○任期満了による理事、監事の改選に伴い、理事、監事を選任 
（新任監事 2 名）    吉田 照哉  監事 、石井 秀司 監事 
（評議員から理事へ 1 名）木村 昌三  新理事 
（理事から評議員へ 1 名）西川 賢  新評議員 
（監事から評議員へ 1 名）飯塚 知一  新評議員 
（新任評議員 1 名）    伊東 純一 評議員 
（退任監事 1 名）    赤堀 章  監事 
（退任評議員 2 名）    庄野 昭彦 評議員 、小田切 有一 評議員 
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（２） 3 月 9 日 第 3 回 理事会 

    ○理事長及び専務理事の選定 
    ・理事長に、畑山 光伸 理事を選定（再任） 
    ・副理事長に、大八木 信行 理事を選定（再任） 

・専務理事に、西川 浩明 理事を選定（再任） 
 
（３） 7 月 19 日 第 2 回 評議員会 

○評議員の欠員による後任者の選任 

    （退任評議員 3 名）    大島  勉  評議員 、中島 謙次 評議員 、 
                大井屋 健治 評議員 
    （新任評議員 3 名）    石川  信  評議員 、渋谷 篤男 評議員 、 
                鈴木  健  評議員 
 
 
 
Ⅲ．事業報告の附属明細書 

 

平成 30 事業年度 事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律施行規則」第 34 条第 3 項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な

事項」に該当するものがないので、附属明細書は作成しない。 

 


